
第 1 の危機：人間活動や開発が直接的にもたらす種の減少・絶滅や生息・生育  

空間の縮小、消失 
 

●高度経済成長期における開発・改変は、過去 50 年間で最大の生物多様性の損失要因である。 

●自然性の高い森林、農地、湿原、干潟といった生態系の規模が著しく減少した。 

●大規模な開発は少なくなっているが、小規模な開発や地域的な開発は依然として見られる。 

●様々な対策が講じられているが、過去に生じた大きな損失は回復していない。 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

       

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1960
年代頃

1980
年代頃

2000
年頃

陸水域

人工化された河岸の割合
(注１) 19% 24%

遡上可能範囲の低い河川の割合
(注２) 41% 41%

人工化された湖岸の割合 (注３) 39% 43%

消滅した湿原の割合
（1900年頃から）（注４） 61%

沿岸域

消滅した干潟の割合
（1945年から）(注５) 34% 41%

人工化された海岸の割合
(注６) 40% 46%

年間の埋立面積（km2) 26 19 9 
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絶滅危惧種の減少要因 

 

出典：JBO、国土交通省,土地白書、農林水産省,森林資源現況調査、同,耕地及び作付面積統計、 

同,土地利用基盤整備基本調査、同,農用地建設業務統計調査. 

 

 

出典：JBO、環境庁, 自然環境保全基礎調査河川調査（第 2 回,第 3 回,第 5 回）、 

同湖沼調査（第 2 回,第 4 回）、同干潟・藻場・サンゴ礁調査（第 2 回）、 

同海辺調査浅海域環境調査（第 5 回）、同海岸調査（第 2 回）、 

同海辺調査海辺環境調査（第 5 回）、国土地理院, 湖沼湿原調査（1996～99 年度実施）、 

同, 国土面積調. 

開発が絶滅危惧種の主な減少要因となっている。 

 

1960 年代からは自然林・二次林、原野・採草放牧地、農地が減少

し、人工林及び都市が増加した。 
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陸域における生態系の規模の変化 

陸水域・沿岸域における生態系の規模の変化 

 
陸水域及び沿岸域の生態系でも開発・改変が進んだ。 

年代別の絶滅種数（維管束植物） 

注 1:過去の生育地がはっきりしていて、その集団の絶滅を確認し現時点で他の自生地が確認されていない種のこ

と。今後別の生育地が発見される可能性を考慮して絶滅と判定されていない。  

出典：藤田ら未発表（環境省版第二次レッドリスト見直し調査として実施され、全国の 527 名の調査員の協力の

下で得られたデータに基づく）  
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高度経済成長期以降、維管束植物の絶滅数は現在も必ずしも減少していない。 

 

 

1900 年頃から 1985 年頃までの土地利用変化をみる

と都市の拡大が顕著である。 

 

長期的な土地利用の変化 

 

出典：JBO、環境庁、環境省、改訂・日本の絶滅のお
それのある野生生物レッドデータブック 

 
単位：百 km2 
 
都 市：道路、鉄道、都市･集落、学校、役所、寺院、神社  
農 地：乾田、水田、沼田、畑・空地･牧草地、桑畑、茶畑、果樹園、その他：

樹木畑、苗木畑  
森 林：広葉樹、針葉樹林、竹林、 

混交樹林  
その他：草地、荒地、はい松地、砂礫地、湿地、独立樹、河川、湖、沼、海、

しの地、ゴルフ場、枯れ木、三椏、塩田、シュロ科樹木  
出典：JBO、氷見山幸夫、LUIS(Land Use Information System) 
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年代

1980
年代

2000
年代

森林 2,517 2,526 2,510

自然林・二次林(注１） 1,551 1,367 1,338

人工林 793 1,022 1,035

原野・採草牧草地 105 41 36

農地 600 537 471

田 339 295 258

（うち整備済水田） 27 124 155 

畑・樹園地 261 242 213

都市（注2) 167 258 314

宅地等(注3) 85 151 183

道路(注4) 82 107 131
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(注 1) 

森林 
2675 
+4% 

都市 
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＋992% 
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